
Strength（強み）

予算制度を中心とした業務内容が明確化され
ている

業務内容が定義されている

業務内容が明確に定義
されている

現状業務の分析は既に
行われている

業務内容が法制度で明
確に定義されている

予算確保により処理がスム
ースに行く

調達のための予算があ
る程度確保されている

予算が通れば、後は比
較的容易に調達可

各省共通な業務であり
、省内に理解され易い

公権力が行使でき自由裁量
が効く

調達を広く募集できる 自由裁量の巾があり多
少の変更が可能

調達のための情報提供
者に不自由しない

指示が通る（権力があ
る。公共機関の強み）

物品購入の調達ルールが確
立されている

文書化するルールがで
きている

調達のルール（稟議決
裁手順）が明確になっ
ている

調達手続きが基本的に
統一されている

決裁が多段階となって
おり、誤りを排除でき
る

監査証跡を確保する内
部統制の基盤は整って
いる

ミスなく調達する仕組
みが整備されている（
業務上のルール）

明文化、非明文化され
た業務上のルールがあ
る

法令、明文化されてい
る部分が多い

決裁を紙で回覧するの
で証拠保全性が高い

優秀な人材が多く理解度が
高い

ルールがいったん決ま
れば遵守する

業務遂行に係る職員の
モラルが高く、ＩＴス
キル習熟度が上がる

優秀な人材が豊富であ
る

ＩＴに強い世代が多く
なった

優秀な人材が多い

ネットワークの環境が
整備されている

電子入札、改札の実績
がある

Weakness（弱み）

政府がやるまでも無い
仕事を各府省で行なっ
ている

法令で縛られている
法制度の改訂の調整が
困難である

法令で全ての業務が縛
られている

行政改革は法律を改正
しなければならない場
合
がある

過度に厳密で実態に即
していない法令が業務
を煩雑にしている

決裁ルール不明確
調達規模に応じたルー
ルになっていない

決裁の判断基準が無い
のが弱みである

非明文化のルールがあ
る

調達における選定基準
が不明確

単年度予算であり長期
的計画が立案できない

決裁内容と実態が異な
ることが多い

調達における事務処理
のチェック機能が無い

非効率な業務
決裁構造が多段階で非効率

決裁階層が多段階 多段決裁で非効率であ
る

決裁階層が多段階で同
じ内容のチェックを繰
り返している

決裁までの時間が非常
にかかる

業務の中で回付決裁の
割合が高い

多段階の決裁組織で無
駄な作業が多い

業務権限の委譲がされ
ていないので一人が同
じ業務を何度も行い時
間と手間がかかる

重複業務が多く非効率

重複業務が多く非効率 重複度が高く非効率

業務の集約化が行なわ
れておらず、各組織が
別個の作業を行い非効
率

紙媒体の情報流である
ため再利用できず重複
作業が発生している。

組織能力が低い
組織文化が保守的

現状維持縦割り行政の
気風がある

複数の省庁にまたがる
申請の調整が難しい

行政官が保守的である 顧客(国民)へのサービ
スという概念が薄い

内部管理業務統一にお
ける省庁間の壁が厚い

強力な指導力を持つ組
織が無い

人事異動が多くプロ
フェッショナルが育た
な
い

調達担当者のITスキル
が低い

IT化が進んでいない
紙中心の処理

業務実施時の情報流が
全て紙ベースとなって
おり非効率なのが弱み

作成すべき帳票が多い

紙媒体による業務 文書管理が紙ベースで
あり検索に時間がかか
る

電子化が進んでいない

電子化されておらず効
率が低い

電子的にチェックでき
ることまで目視手計算
でチェックを行なって
いる

電子化可能な業務も手
作業で行なっている

決裁の進捗を把握でき
ていない

調達関連情報の共有化が出来ていない

業者への依頼内容の保
存のルールが出来てい
ない

調達のための基本情報
や履歴の共有化がされ
ていない

Opportunity（機会）

e-Japan電子政府構築の追い風が吹いている

e-Japan電子政府構築
の追風が吹いている。

e-Japan計画という大
きな流れがある。

e-Japan戦略により5年
以内に最先端のIT国家
になる。

電子政府はe-Japanの
重要施策となっている
。B.P.変更をBuckUpへ
の社会からの支援を受
けやすい。

業務の効率化を求める
世論がある。

電子化に対する理解が
進みつつある。

民間、国民の要望(行
政合理化）がある。

諸外国からの要請があ
る。

外国企業からの調達の
チャンスを失っている
。(調達方式の変更）

IT分野の国際展開 デジタル化に対する法
制整備が進みつつある
。

法令改正、制度の見直
しによる効率化できる
。

実態に即していない法
令が改正される。

電子調達のための法整
備が出来ている。電子
署名法(2001)等。行政
手続オンライン化法

物品管理法において、
物品管理業務プロセス
の電子化が方向性とし
て示される。

入札方式に改めると結
果的に安いものを買え
るチャンスが多くなる
。

新技術等の産業育成に
資する。

IT環境上で新しい産業
サービス創出

業務改革のメドが立った

民間にベストプラクテ
ィスが多数ある。

ベストプラクティスも
調査されており具体的
目標が立てやすい。

電子商取引の進展 電子商取引の推進がう
たわれている。

調達と密接に関連する
物品管理業務も同時に
導入できる。

電子化がすすめば一般
競争入札を広く取り入
れられる可能性がある
。

ワンストップサービス
の推進が行われており
、調達業務が効率化さ
れそう。

権限委譲と責任範囲の
明確化により合理化で
きる

IT関連技術の進展

IT関連製品のコスト･
パフォーマンスが高く
なった。

技術革新によってハー
ド／ソフトの価格が低
下している。

優秀な技術力(製品）
がある。

IT導入により効率化で
きる

業務の電子化が以前よ
り簡単に行えるIT技術
が確立された。

電子化が進むことで透
明性のある調達プロセ
スが構築可能である。

社会・家庭のIT化が進
んでいる。

物品調達に関するアウ
トソーシングサービス
業者が複数できている
。

アウトソースにより合
理化できる。

アウトソーシングが普
及しており業務の外出
しが容易になった。

高いインターネット普
及率

ネットワーク基盤が整
備されつつある。(常
時接続の高速インター
ネット利用，世界最安

世界最安値のネットワ
ーク

いろいろな提案を受け
ることにより、新しい
企画が生ずる。

多品種少量の物品調達
に廉価で応じられる業
者や配送手段が複数あ
る。

※

Threat（脅威）
セキュリティ脅威

システムセキュリティ上のリスク

不正侵入などセキュリ
ティ上の問題でシステ
ム停止する。

製品のシステムのセ
キュリティ

ネットワークへの不正
侵入などのセキュリテ
ィの問題

ネット上のセキュリテ
ィ

セキュリティについて必要以上の恐れを抱く

セキュリティ確保に危
惧を抱く人がいる。

セキュリティについて
の完全さが求められて
いる。

人的セキュリティのリスク

システム運用組織人的
セキュリティ

技術進歩に追随できないリス
ク

調達に必要な技術情報
が増加しつつある。

IT技術の変化が激しく
、担当者のスキルアッ
プが追いつかない。

民間の動きが速いため
、すぐに時代遅れにな
る。

公正な入札が維持できない
特定の業者にアウトソ
ーシングしてしまうと
随意契約の割合が増え
最適な価格での調達が
困難になる。

不当入札により調達の
公平さが阻害される。

談合される可能性があ
る。

業界団体、族議員の圧
力

法律が阻害要因

法整備･規制緩和が急
激に進行中（ターゲッ
トが変動する）

法改正がむずかしい

法令の変更が難しい 法令改正に時間がかか
る

法令の改正は国会の承
認

法律そのものに問題あり

現実に即さない法令が
そのままとなり、それ
が業務改善を阻害する
。

人材不足
行政改革で職員数が削
減される。業務の担当
者の変更・異動が頻発
する。専任の要員配置

組織の改廃が頻発する
。

抵抗勢力
業務統一化が、人員削
減につながり易く現場
の反対が予想される。

電子化により従来の業
務がなくなるため現場
の反対がある。

予算不足
経済停滞・労働力人口
減少に伴う税収の減少

税収が減りつつある。
(予算が削られる）

税収不足 税収減により予算が少
なくなる。

開発遅延等による行政
効率化の不整合

IT化の進展に企業間の
差があり、電子調達に
対応できない企業が出
る。

国際競争力が低下して
いる。

国民からの過
剰期待

100％の完全性を求め
る国民性

調達に関する一般国民
のチェックが厳しくな
っている。(コスト、
透明性etc）

※

SWOT 業務環境分析図


